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第7次改訂版の発行にあたって

　最新の2024年地方自治法改正を含めた『図解よくわかる地方自治のし
くみ』第7次改訂版を刊行することができて、感慨深いものがあります。
本書はもともと2000年分権改革の意義をわかりやすく解説するという意
図で制作されましたが、改訂を重ねるたびに地方自治のしくみの基本が直
感的にわかる本としてたくさんのみなさんに支持をいただいてきました。
大学での入門書としてはもちろんのこと、暮らしの上で自治体の政治や行
政と関わりをもつことになった市民のみなさんや初めて自治体の議員や職
員になった方々にも広く手に取っていただきました。法律や財政といった
制度だけではなく、その背景となっている地方自治や自治体に対する考え
方などにも触れています。
　地方自治法は毎年のように改正されていますが、2024年には「ポイン
トの切替え」と名付けられているような、これまでとはいささか方向性の
異なる改正が行われました。自治体に対する国の「補充的」指示権の新設
や指定地域共同活動団体制度などです。地方自治と自治体の意義を考え直
すためにも本書をご活用くださればありがたいです。
　地域社会では子どもをめぐる痛ましい事件や高齢者を力づくで襲う強盗
事件などが起きていますが、その背景には現在の地域社会におけるさまざ
まな問題があります。表面化しにくい「新しい貧困」や「新しい孤立」も
じわじわと地域社会で進行しています。これらにいち早く気付くのは地域
の人たちで、子ども食堂やフリースクールなど、創造的、自立的、個別的
な市民活動も数多く生まれていますが、一方で自治体の政治・行政による
制度的、普遍的な地域活動の重要性も増しています。双方がそれぞれの特
徴を生かしてうまく嚙み合うことは簡単ではありませんが、少なくともお
互いの活動を尊重しなければ、よりよい地域社会を作っていくことはでき
ません。
　本書はなるべくシンプルに制度を説明しようとしているために例外的な
事項を省いたり、言葉を言い換えているところがあります。必要に応じて、
本書に加え他の専門書や解説書をご利用ください。改めて四半世紀にわた
る本書の編集者のみなさん（佐久間重嘉さん、宮川純一さん、村上広大さん、
久保聡子さん）に心から感謝を申し上げます。ありがとうございました。

　　2025年1月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 今井　照
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2024自治法改正①
★補充的指示権

はじめに
1

●補充的指示権が行使される要件

●自治体に対する「国の関与」

●（各大臣や知事などが）必要があると認めるとき
●（各大臣の場合）閣議決定を経て

●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）への対処に関する基本的な方
針について検討を行う

●「生命等の保護の措置」（＊２）を講じる
●自治体が講じる「生命等の保護の措置」（＊２）について自治体に対して「関与」
（助言及び勧告を除く）を行う

●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）が発生した
●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）が発生するおそれがある

〔新設〕個別法で想定され
ていない事態
⇨閣議決定を経て各大臣が
補充的指示権を行使できる

●新しく法制化された自治体に対する
 「国の関与」
●いずれも「個別法で想定されていない事態」
 が発生、あるいは発生するおそれがあると各
 大臣などが判断したとき

①資料と意見の提出の要求（各大臣・知事など）

②事務処理の調整の指示（各大臣）

③生命等の保護の措置に関する指示（各大臣）

④自治体間の応援の要求（知事・市町村長など）

⑤応援の要求と指示など（各大臣・知事・市
　町村長など）

⑥職員の派遣のあっせん（知事・市町村長など）

〔例外〕個別法で定める

　コロナ禍対策の反省として国は指揮命
令系統の「一元化」を目指し、感染症法
などの改正とともに、自治法においても
「国の関与」の強化を図った。しかし、
補充的指示権の法制化は平時における国
と自治体との関係にも影響を及ぼす可能
性がある。詳しくは、今井照・自治総研
編『「転回』する地方自治《2024年地方
自治法改正（上）》【解題編】』（公人の友
社、2024年）参照。

「国の関与」の原則
  と類型、制限
（　図 8ー4、8ー5）

〈これまで〉 〈これから〉

各大臣

国

［関係条文］自治法252条の26の3～10
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　自治法には自治体に対する「国の関与」について一般ルールとその例外が
規定されている（245条以降）が、2024年の自治法改正で「個別法で想
定されていない事態」が発生、あるいは発生するおそれがある場合、各大臣
は自治体に対して補充的指示権を行使できるという規定が設けられた。行使
できる要件が曖昧なので、運用次第では平時における包括的な指揮監督権に
つながるのではないかと危惧されている。

＊１　国民の安全に重大な影響を
及ぼす事態
・大規模な災害
・感染症のまん延
・その他その及ぼす被害の程度に
　おいてこれらに類する国民の安
　全に重大な影響を及ぼす事態

　ただし、「大規模な災害」や「感
染症のまん延」については既に個
別法が存在しているので、実質的
には「その他」の事態が該当する
ことになる。つまり「大規模な災
害や感染症のまん延に類する程度
の被害が起きるその他の事態」の
ことを指す。しかし、これがどの
ような事態なのかは判然としない
ので、各大臣が恣意的に判断して
自治体を「指示」する可能性が危
惧される。また各大臣の間で判断
が異なる場合や各大臣と知事など
の判断が異なる場合も考えられる
が、そのときにどうするかは明記
されていない。

＊２　生命等の保護の措置
　国民の生命、身体又は財産の保
護のための措置

●補充的指示権が行使される要件

●自治体に対する「国の関与」

●（各大臣や知事などが）必要があると認めるとき
●（各大臣の場合）閣議決定を経て

●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）への対処に関する基本的な方
針について検討を行う

●「生命等の保護の措置」（＊２）を講じる
●自治体が講じる「生命等の保護の措置」（＊２）について自治体に対して「関与」
（助言及び勧告を除く）を行う

●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）が発生した
●「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」（＊１）が発生するおそれがある

〔新設〕個別法で想定され
ていない事態
⇨閣議決定を経て各大臣が
補充的指示権を行使できる

●新しく法制化された自治体に対する
 「国の関与」
●いずれも「個別法で想定されていない事態」
 が発生、あるいは発生するおそれがあると各
 大臣などが判断したとき

①資料と意見の提出の要求（各大臣・知事など）

②事務処理の調整の指示（各大臣）

③生命等の保護の措置に関する指示（各大臣）

④自治体間の応援の要求（知事・市町村長など）

⑤応援の要求と指示など（各大臣・知事・市
　町村長など）

⑥職員の派遣のあっせん（知事・市町村長など）

〔例外〕個別法で定める

　コロナ禍対策の反省として国は指揮命
令系統の「一元化」を目指し、感染症法
などの改正とともに、自治法においても
「国の関与」の強化を図った。しかし、
補充的指示権の法制化は平時における国
と自治体との関係にも影響を及ぼす可能
性がある。詳しくは、今井照・自治総研
編『「転回』する地方自治《2024年地方
自治法改正（上）》【解題編】』（公人の友
社、2024年）参照。

「国の関与」の原則
  と類型、制限
（　図 8ー4、8ー5）

〈これまで〉 〈これから〉

各大臣

国
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1-1 「自治」のしくみ
［関係条文］憲法第92条、自治法第2条第3項

官治（集権） 自治（分権）

中央政府

官吏の 派遣等

地方行政

市民

★基礎的自治体（市区町村）

★広域自治体
（都道府県）

国（国際機構）

基礎的自治体で実現できないこと

広域自治体で実現できないこと

信託

信託

信託

〈補完性の原理〉
EU の統合で注目され、ヨーロッパ地
方自治憲章で確立した考え方。公的な
責務はまず基礎的自治体が住民から信
託を受け、そこで実現できないことを
順次、広域自治体、国、国際機構へ信
託することをいう。地方自治法でも
「市町村優先の原則」がうたわれている。
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●地方自治の意義
　地方自治の存在意義として「国
家からの自由」「地域民主主義と
市民教育」「資源配分の効率性と
『足による投票』」があげられてい
る（礒崎初仁・金井利之・伊藤正
次『ホーンブック地方自治〔新版〕』
北樹出版、2020年）。

●地方自治の本旨
　通説では、住民の意思を基本と
する「★住民自治」と、国から独
立している法人であることを基本
とする「★団体自治」のふたつに
よって構成されるとされている。
地方分権推進委員会最終報告では、
地方公共団体と地域住民による
「地域社会の自己決定・自己責任
の自由の領域」を拡充していくこ
とと説明されている。

　大日本帝国憲法から日本国憲法
へ憲法が変わったからといって直
ちに地方自治が実現されたわけで
はない。この 70年余りの間には
さまざまな動きがあった。特に、
「人が住むに値する地域」をめざ
して、市民や自治体職員の手で取
り組まれてきた数々のまちづくり
の実践が、自治の中身をつくっ
てきた（★田村明『まちづくりの
発想』岩波新書、1987年）。

　憲法は「★地方自治の本旨」に基いて自治体を組織し、運営を行わなけれ
ばならないと定めている。大日本帝国憲法には地方自治に関する規定がなく、
国家の機関として法律によりつくられた地方行政制度であったが、現在の地
方自治制度は国民主権を前提とする憲法そのものに依拠している。


